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１．はじめに 
（本研究の目的） 

本研究の目的は、企業の保有する技術知識がどのように発展して付加価値の高い製品を

創出するのか、技術知識の多様性とネットワークの発展プロセスから、その成功要因を明

らかにするものである。 

 

 

２．先行研究 

図１は、技術知識の保有・獲得から収益化までのプロセスを表したものである（① 技

術知識の保有・獲得、②技術知識の発展、③革新製品の創出、④収益化）。その中におい

て、本研究の範囲は点線で囲った範囲となっている。すなわち、どのような知識をどのよ

うに共有・活用して、新製品開発に繋がっているのかを分析するものである。 

先行研究（表１）では、技術知識の多様性と収益性の相関関係といったマクロ視点のも

の（先行研究①）や、ネットワーク効果に基づくイノベーションとの関係（先行研究②）

といったものがあるが、本研究では技術知識の多様性を踏まえたネットワークの特徴と製

品との結びつきを分析する点で異なっている。 

 

        図１ 技術知識の保有・獲得から収益化までのプロセス 

 

 

 

表１ 先行研究一覧 

 

 

 

 

先行研究 著者・タイトル 結論 本研究との違い 

① 技術の多様

性と収益性の

関係 

岩城康史. (2017). 特許戦略と企業

価値: 技術の多角化と企業パフォー

マンスの関係性に関する実証分析. 

技術の多角化度が小さい

ほど企業価値を高めてい

る 

マクロ視点のもの

が多い 

(本研究では個々

の企業戦略に焦点

を当てる) 

中西敏之. (2022). 日本の製造業に

おける研究開発の「選択と集中」と

その効果              

日本の製造業では、多く

の産業で技術分野の「選

択と集中」が利益率向上

に繋がる 

② 技術ネット

ワークとイノ

ベーション効

果の関係 

高木里実. (2009). 組織の変革と知

識創造におけるネットワーク変化に

関する研究            

ネットワークがスモール

ワールド構造の場合、イ

ノベーション効果が高い

(出願数が多い) 

ネットワーク効果

が主であり、技術

多様性の要素を含

んでいない 

野中郁次郎 & 紺野登. (2002) P90 「図 6 ナレッジマネジメントから知識経営へ」をもとに編集 
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３．分析方法およびデータ 

（分析対象企業） 

まず、筆者の所属企業（サンケン電気）の企業規模に近い企業として、ローム・日亜化学

工業（以下、日亜化学）・サンケン電気・浜松ホトニクスの 4社を候補とした。 

次に、4 社の収益性を確認する。図２は、横軸に年平均売上高成長率（成長率）をとり、

縦軸に売上高営業利益率（利益率）をとったものである。日亜化学と浜松ホトニクスの 2社

は、成長率及び利益率のいずれも他の 2社と比較して高いことがわかる。 

 

図２ 対象４社の収益性比較 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

さらに、この 2社の製品技術開発のこれまでの実績を確認する。表２に示す通り、いずれ

もノーベル賞を支えた技術や製品を有する点で共通する。革新的な製品・技術開発を継続し

てきた実績のある企業といえる。以降は、この 2社にフォーカスして分析を進める。 

 

表２ 対象２社の概要と実績 

 

 

 

 

 

 

 

 

 日亜化学 浜松ホトニクス 

概要 1956 年設立 9,000 人規模（23 年 12 月) 1953 年設立 6,000 人規模（24 年 9 月） 

事業内容 光半導体事業：LED、レーザ 

化学品事業：蛍光体、正極・磁性材料等 

光半導体事業：フォトダイオード等 

電子管事業：光電子倍増管 

画像計測機事業：画像処理・計測装置 

特徴 ・青色 LED で中村修二氏がノーベル賞受賞 

・世界の革新的企業トップ 100 (クラリベ

イト社)に 6 回選出  

・ノーベル賞受賞した「①カミオカンデの研

究」に光電子倍増管、「②ヒッグス粒子の実

験」に光電子増倍管、フォトダイオードなど

が使用される 

出所：筆者作成 

日亜 50 年のあゆみ(2008)、日亜化学工業 HP、浜松ホトニクス HP より 
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４．分析結果及び考察 

（技術知識の多様性比較） 

 対象企業の保有する技術知識の多様性は、特許技術分類（IPCメイングループ）によるエ

ントロピー指数で評価した。エントロピー指数（E）は下記式で表され、数値が大きいほど

多様性が高いことを意味する。 

 

 

 

図３に示す４つのグラフは、各企業における 20年間の特許出願の技術分類の分布を示す。

横軸に特許技術分類、縦軸は特許出願数をとった。ここでは、一つの技術分野に集中してい

るか、複数の技術分野に幅広く特許出願されているかを確認する。なお、図３内の企業名の

横に付した数値がエントロピー指数である。 

図３から明らかなように、多様性の低い方から、日亜化学(2.05) ⇒ サンケン電気(2.81)

⇒ ローム(3.40) ⇒ 浜松ホトニクス(3.54)の順となった。今回取り上げた日亜化学と浜松

ホトニクスの 2社は、対照的な位置付けであるといえる。なお、特許分析ツールは、Questel

社の Orbitを使用した。 

 

      図３ 筆頭 IPC の分布(20年間：2001-2020年)とエントロピー指数 

 

 

 

 

（各社のコア技術） 

日亜化学と浜松ホトニクスそれぞれのコア技術を特定し、図４に示す。条件としては、出

願数が上位 50 の IPC において 5%以上の割合があるもの、かつ、20 年間継続して特許出願

があるものとした。図４より、日亜化学は 3つのコア技術、特に LEDに集中していることが

わかる。一方、浜松ホトニクスは、7つのコア技術が特定された。  

 

 

 

 

E = �𝑃𝑃𝑃𝑃 ∗ 𝑙𝑙𝑙𝑙
1
𝑃𝑃𝑃𝑃

𝑛𝑛

𝑖𝑖=1

 
P：構成比 

出所：筆者作成 
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            図４ 対象 2社のコア技術 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（個社の詳細分析） 

 20 年間を 5 年毎に区切り、各企業の発明者ネットワークの変化を確認する。ネットワー

ク図において、丸いマーク（ノード）は一人の発明者を示す。共同で特許出願を行うと、ノ

ード間は線（紐対）で繋がる。この紐帯により、複数の発明者が共同で発明が行われたこと、

すなわち、技術知識が共有されたことが把握できる。ノードと紐帯が集まって一つの塊にな

ったものをコミュニティと呼ぶ。 

ここでは、出願数の多い上位 100 名がどのような技術分野でコミュニティを形成し、年代

ごとに変化したかを確認する。コミュニティは、コミュニティ内での出願数の多いものから

6つ（Ⓐ～Ⓕ）を抽出し、各コミュニティを形成する技術分野を、その割合が大きい順に表

内左側から列挙している。 

 

 

日亜化学について 

 図５に、日亜化学の 20年間を 5年毎に区切った発明者ネットワークの変化を示す。特徴

としては、①各年代のコミュニティには、全てのコア技術（青字）が含まれており、コア技

術の継続性があること、②大きなコミュニティ間で（強い）繋がりがあること、③単独発明

者は 10人前後であること、の３つが挙げられる。 

 

 

 

 

日亜化学：3 つの技術分野 

浜松ホトニクス：７つの技術分野 

出所：筆者作成 
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         図５ 発明者ネットワークの変化（日亜化学） 

 

 

 

さらに、発明者ネットワークと革新的製品・技術との関連に焦点を充てて整理したものを

図６に示す。2001-2010 年間は、コア技術同士の組み合わせによる製品開発を行いながら、

性能向上といった技術開発を実施している。2011-2015年間は、各コミュニティを形成する

技術分野はいずれも LEDが中心となっている。さらに一階層下の IPC（サブグループ）を確

認すると、LED を構成する技術要素毎にコミュニティが形成されていた。これは、前 5年間

よりもさらに LED 技術開発が深化したことを意味する。そして、2016-2020年間には、前 5

年間で深化させた技術を製品へと応用していることがわかる。具体的には、LED技術を面状

光源に応用した Nichia Light Cluster や、蛍光体技術を応用した自然光に近い LED

（Optisolis）、体内リズム調整 LED（Vitasolis）などである。このように、日亜化学は、①

コア技術同士の組み合わせ、②コア技術を深化させて新製品開発へと応用するといった点

が特徴である。図６内のアルファベット（Ⓐ～Ⓕ）は、図 5のコミュニティを表している。 

 

     図６ 発明者ネットワークと革新的製品・技術との関連（日亜化学） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

出所：筆者作成 

出所：筆者作成 
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浜松ホトニクスについて 

 図７に、浜松ホトニクスの発明者ネットワークの変化を示す。特徴としては、①７つのコ

ア技術のうち 3つ（青字）はいずれの年代においても上位のコミュニティを形成しており、

コア技術の継続性があること、②大きなコミュニティが形成されており、さらに、コミュニ

ティ間で（弱い）繋がりがあること、③単独発明者は少ないこと、の３点が挙げられる。 

 

         図７ 発明者ネットワークの変化（浜松ホトニクス） 

 

 

 

 発明者ネットワークと革新的製品・技術との関連に焦点を充てて整理したものを図８に

示す。まず、レーザ加工技術では、2001-2020年にわたり、性能向上を図る技術開発（集光

性能向上など）を行っている。その一方で、2006-2010年の期間に、レーザ加工とガラス溶

着技術に取り組むコミュニティⒶが、電子管を開発するコミュニティⒻと融合し、「マイク

ロ PMT」を開発した。 

光検出器では、手のひらサイズから指先サイズへと小型化を進める一方で、新たな周辺技

術である「FP干渉計」と融合して、「ポータブルラマン散乱モジュール」を開発し、さらに、

その「FP 干渉計」と「近赤外用光検出器」のコミュニティが融合して、「近赤外用超小型分

光センサ」を開発した。 

このように、浜松ホトニクスは、コア技術を強化し、機能・性能向上を図る一方で、周辺

技術と融合した新製品開発を行っている点が特徴である。 

 

 

 

 

 

出所：筆者作成 
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     図８ 発明者ネットワークと革新的製品・技術との関連（浜松ホトニクス） 

 

 

 

 

ロームについて 

ロームは、浜松ホトニクスと技術多様性が近いことで、比較例として取り上げる。図９に、

ロームの発明者ネットワークの変化を示す。特徴としては、①６つのコア技術のうち、いず

れの年代においても上位のコミュニティを形成しているものは１つ（青字）であり、コア技

術の継続性は浜松ホトニクスと比較すると低いこと、②2006-2010年の期間を除いてコミュ

ニティ同士の繋がりは少ないこと、③単独発明者の数が多いこと、の３つが挙げられる。 

 

図９ 発明者ネットワークの変化（ローム） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

出所：筆者作成 

出所：筆者作成 
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（分析結果からの考察） 

これまでの分析結果を図 10にまとめた。日亜化学は、技術多様性の観点において技術分

野は「集中」しており、ネットワーク変化の特徴として技術を「深化」させていることが把

握できたため、「集中深化型」と位置付けた。他方で、浜松ホトニクスは、技術分野が「多

様」であり、ネットワーク変化の特徴として技術を「融合」させていたことから、「多様融

合型」と整理した。 

 

             図 10 対象企業の類型分け 
 

日亜化学：集中深化型 浜松ホトニクス：多様融合型 ローム(比較例) 

技術多様性 集中（特に LED） 
エントロピー：2.05 

多様 
エントロピー：3.54 

多様 
エントロピー：3.40 

ネットワーク特徴 
(技術知識の発展過程) 

技術の深化  
 ⇒ 製品開発へ応用 

技術の融合  
 ⇒ 製品開発へ応用 

ノード数の大きなコ
ミュニティは形成さ
れていない 

コア技術の継続性 高い 
LED・レーザ・蛍光体 
・最大コミュニティにコア
技術含む 

中 
レーザ加工・レーザ・光検出
器 
・最大コミュニティにコア技
術含む 

低い 
半導体製造方法 
・最大コミュニティ
にコア技術が含まれ
ない期間有 

コミュニティの融合 コア技術同士 
（強い繋がり） 

コア技術と周辺技術 
（弱い繋がり） 

2006-2010 年の期間
を除いて少ない 

単独発明者 (平均値) 11（100 人中） 8（100 人中） 26（100 人中） 

 

 

他方で、両社の共通事項としては、次の通りである。 

まず、コア技術の継続性を有していることである。これは、自社の強み技術を継続的に強

化していると捉えることができる。 

次に、コミュニティ間の繋がりが多いことである。日亜化学はコア技術同士においてコミ

ュニティ間に強い紐対での繋がりが確認できた。これは、集中した技術分野内で、より密度

の濃い技術知識の融合が行われていたものと考えられる。一方で、浜松ホトニクスは、コア

技術と周辺技術との間で弱い紐帯での繋がりが見えた。この弱い紐帯は、両コミュニティを

つなぐ橋渡し（ブリッジ）的な役割を果たしており、両コミュニティ間には普段接しない知

識や情報が行き来することで、ラディカルなイノベーションが起こりやすい状況が作り出

されていると考えられる。 

そして、単独発明者が少ないことである。これは、部門間を横断した組織的な知識融合の

取組みが想定される。 

 

 

５．本研究の意義と課題 

本研究から得られた示唆として、まず、革新的製品技術を有する企業の「技術知識の多様

性」と「ネットワークの変遷」から 2つの戦略モデルを提案した。１つは、日亜化学に見ら

れた、技術知識を集中し、深化させることで新製品へと応用するモデル（集中深化型）であ

る。もう一つは、浜松ホトニクスに見られた、技術知識に多様性を有し、周辺技術と融合さ
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せて新製品を創出するモデル（多様融合型）である。 

さらに、両者に共通する事柄としては、①自社の強み技術を継続強化すること、②異なる

技術知識を融合した製品・技術開発の取組み、③組織的な知識融合（部門間を超えた繋がり）

の 3 点が挙げられる。これらを意識した研究活動や製品技術開発が重要であると考えられ

る。 

 本研究の限界については、これまでの分析は日亜化学と浜松ホトニクスを対象とした分

析であるため、発見事実の一般化に向けては、企業数を増やした分析が必要である。また、

発明者ネットワークと革新的製品との結びつきに関しては、対象企業の一部の製品につい

て検証したものである点にも留意が必要である。 
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